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In brief 

研究開発税制の 2021 年度（令和 3 年度）税制改正（以下、「令和 3 年度改正」）に係る租税特別措置法関

係通達（以下、「改正通達」）が、2021 年 6 月 25 日付で国税庁より発遣されました。 

令和 3 年度改正では、①一般試験研究費の額に係る税額控除制度及び中小企業技術基盤強化税制につ

いての税額控除の上限や税額控除割合の見直し等（措法 42 の 4①、②一・二、③二・三、⑤一・二・三、⑥

一・二・三）のほかに、②クラウドコンピューティングサービス及び製品開発のために用いられる自社利用ソフ

トウエアに係る研究開発費として損金経理された金額が、試験研究費の対象として追加され（措法 42 の 4
⑧一ロ）、③業務改善目的の研究開発費も試験研究費に含まれることの明確化（措法 42 の 4⑧一イ）等が

行われています。

In detail 

上記の改正を踏まえ、③の改正に関して、試験研究の意義（措通 42 の 4(1)－1）、試験研究に含まれない

もの（措通 42 の 4(1)－2）が追加され、②の改正に関して、研究開発費として損金経理をした金額の範囲

（措通 42 の４⑴－３）が追加されました。①の改正に関する通達の改正はありません。研究開発税制におけ

る試験研究費の意義については、2003 年 10 月に国税庁より公表されたパンフレット・手引（Q&A 研究開発

減税・設備投資減税について）において解説がされていましたが、今般の改正に伴いその内容が通達に明

記されたものと考えられます。

試験研究の意義の解釈に関して、改正通達 42 の 4(1)－1 では、製品の製造又は技術の改良、考案若しく

は発明に係る試験研究（措法 42 の 4⑧一イ）とは、事物、機能、現象などについて新たな知見を得るため又

は利用可能な知見の新たな応用を考案するために行う創造的で体系的な調査、収集、分析その他の活動

のうち自然科学に係るものをいい、新製品の製造又は新技術の改良、考案若しくは発明に係るものに限ら

ず、現に生産中の製品の製造又は既存の技術の改良、考案若しくは発明に係るものも含まれることを明ら

かにしています。「現に生産中の製品の製造又は既存の技術の改良、考案若しくは発明に係るもの」は、業

務改善目的の研究開発費も試験研究費に含まれることを明示しています。

一方で、試験研究に含まれないものとして、改正通達 42 の 4(1)－2 において、①人文科学及び社会科学

に係る活動、②リバースエンジニアリング（既に実用化されている製品又は技術の構造や仕組み等に係る

情報を自社の製品又は技術にそのまま活用することのみを目的として、当該情報を解析すること）その他の

単なる模倣を目的とする活動、③既存の財務分析又は在庫管理の方法の導入、④既存製品の品質管理、

完成品の製品検査、環境管理、⑤生産方法、量産方法が技術的に確立している製品を量産化するための

試作、⑥ソフトウエア開発に係るシステム運用管理、ユーザードキュメントの作成、ユーザーサポート及びソ

フトウエアと明確に区分されるコンテンツの制作、その他を例示的に挙げています。
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会計上、研究開発費は一般管理費として計上されますが、製造現場において研究開発活動が行われてい

る場合等は当期製造費用に算入することが認められており、研究開発費の開示にあたっては、当期に発生

した研究開発費として、一般管理費及び当期製造費用に計上した額を総額で注記することとされています

（会計制度委員会報告第 12 号 研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針 第 4 項）。令

和 3 年度改正で研究開発費として損金経理されたソフトウエア等の開発に係る金額が、試験研究費の対象

として追加されましたが、改正通達 42 の４⑴－３において、研究開発費として損金経理をした金額には、研

究開発費の科目をもって経理を行っていない金額であっても、法人の財務諸表の注記において研究開発費

の総額に含まれていることが明らかなものが含まれることを明示しています。 
 
 
上記の改正に直接関連するものではありませんが、ソフトウエアの取得価額等（自己の製作に係るソフトウ

エアの取得価額等（法通 7－3－15 の 2）、ソフトウエアの取得価額に算入しないことができる費用（法通 7
－3－15 の 3）、ソフトウエアに係る資本的支出と修繕費（法通 7－8－6 の 2））についても改正が行われて

いるため、研究開発活動により取得したソフトウエアの取扱いについては注意が必要です。 
 
 
改正通達も踏まえた研究開発税制の詳細については、後日改めて解説の予定です。 
 
上記の通達につきましては、下記の URL をご参照ください。 
 
国税庁ウェブサイト「法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）」 

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/index.htm 
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PwC は、社会における信頼を築き、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界 155 カ国に及ぶグローバルネットワ

ークに 284,000 人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 
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